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問題と目的

　私たちの日常生活は必要に応じていろいろな人の援助を受けるこ

とで成り立っており，自分が困った時には適切な方法で他者に助け

を求める行動が必要となる (太田, 2005) 。要請される援助やサポー

ト内容の例として，橋本 (2012) は，道案内や募金といった面識の

ない間柄で行われる一過性のもの，親族や友人，職場の同僚や近隣

などにおける日常的なもの，医療や福祉・教育などにおける対人援

助専門職に対するもの，教育場面における学業的援助要請あるいは

心理社会的援助要請のほか，地方公共団体への生活保護申請や，ド

メスティック・バイオレンスの被害者による NPO などによるシェ

ルターへの保護申し出などを挙げ，その内容は多岐にわたるとして

いる。

　人に助けを求める意識や行動は「援助要請」あるいは「被援助志

向性」として研究されており，ここ 10 年ほどで急速に研究が増加

している ( 水野 , 2017) 。その定義について，「援助要請」に関し

ては DePaulo (1983) の「個人が問題やニーズを抱えており，他者

が時間，労力，資源を費やしてくれることによってその問題が解決

もしくは軽減されうるものであり，ニーズを抱えた個人が他者に対

して直接的に援助を要請する行動」，「被援助志向性」については水

野・石隈 (1999) の「個人が，情緒的，行動的問題および現実生活

における中心的な問題で，カウンセリングやメンタルヘルスサービ

スの専門家，教師などの職業的な援助者および友人・家族などのイ

ンフォーマルな援助者に援助を求めるかどうかについての認知的枠

組み」という言説がしばしば引用される ( 以下，本研究においては

橋本 (2012) などに倣い，必要のない限りにおいては両者を区別せ

ず，包括的に「援助要請」として扱うこととする ) 。

　また，援助要請を抑制する，あるいは援助要請に影響を与える要

因についても研究がなされており，人に助けを求めにくい心理的な

要因として，太田 (2005) は，「自尊心が傷つくから」，「世間の目

を気にするから」，「相手 ( 援助者 ) の言い分 ( やり方 ) を尊重しな

ければならないから」，「助けを求めることで重荷 ( 申し訳なさ・負

債感 ) を感じるから」，「だれでも『自分一人の力でやりたい』気持

ちがあるから」の 5 つを挙げている。その他，援助要請に影響を与

えるのは援助要請者個人の心理的要因だけに留まらないということ

も明らかにされている。水野・石隈 (1999) はそれまでの諸外国の

先行研究をレビューし，援助要請に影響を及ぼす要因や変数を以下

の 4 つに大別した。すなわち，性差・年齢・教育レベルと収入・文

化背景の違いといった「デモグラフィック要因」，ソーシャルサポー

ト・事前の援助経験の有無からなる「ネットワーク変数」，自尊心・

帰属スタイル・自己開示などの「パーソナリティ変数」，および「個

人の問題の深刻さ・症状」である。

　日本における援助要請研究は，問題点も指摘されている。その一

つに，調査対象者や調査対象領域の細分化や偏在が挙げられる。細

分化や偏在の原因として，特に臨床心理学における援助要請研究は，

要約：近年の日本では社会的経済的格差の拡大を背景に，見知らぬ他者への無条件の信頼の低下，近隣関係の希薄化が起きている
とされ，そうした中で，困難な状況に置かれても助けを求めようとしない若年者が増えていることが指摘されている。本研究では，
従来の日本の援助要請研究では取り上げられることが少なかった成人 (若年労働者) を対象に，彼らの社会的困窮場面における援助
要請意図と，主要な関連要因であるソーシャルネットワーク，パーソナリティ，デモクラフィック要因との関わりを検討した。そ
の結果，問題の内容や援助要請相手によって援助要請意図に差があること，また，場面毎に援助要請意図と関連する要因が異なる
ことが示された。さらに，援助要請意図の性差 (女性の方が高い) は先行研究と同様にみられたものの，年代別にみると30代では
差がないなど，新たな知見も得られた。また，従来は心理的問題に関する援助要請でのみ取り上げられていた自己スティグマに着
目し，社会的困窮場面においても援助要請の抑制要因となっている可能性を示した。今後の課題としては，調査対象者の範囲の拡
大化や，援助要請意図を説明できるモデルの構築，援助要請態度と援助要請行動の関連の解明などが挙げられる。
キーワード：援助要請、困窮場面、ソーシャルサポート、被援助志向性，自己スティグマ
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ロセスには「問題の知覚」「援助要請の意思決定」「援助要請の実行」

の 3 つの段階があるとされる (Gross & McMullen，1982 ;  高木，

1987) が，本研究では対象場面が経済問題や勤務問題といった社会

的困窮場面であるため，既に問題は知覚されているものと考えられ

ることや，当該場面は実験場面などを設定してその行動を研究の対

象とするといった性質のものではないことから，援助要請の意思決

定プロセスに着目し，援助要請意図を扱うものとする。また，関連

要因としては「デモグラフィック要因」として年齢および性別の 2

要因，「ネットワーク変数」としてソーシャルサポートを，「パーソ

ナリティ変数」として，被援助志向性・自尊感情・心理的負債感・

自己スティグマの 4 変数を扱うこととする。

　上記の要因や変数のうち，自己スティグマを除いては，大学生の

援助要請を包括的に扱った永井 (2010) をはじめとする先行研究に

おいて援助要請との関わりが示されてきたものを採用した。残る自

己スティグマについて，自己スティグマとは，問題の解決に専門家

の援助を求めることに対する周囲からの否定的評価に対する認知を

指し ( 太田 , 2017) ，精神疾患患者が医療機関を利用するなどの心

理的問題に関する援助要請と関わりがあることが示されている ( 宮

仕，2010) 。本研究で扱うのは心理的問題に関する援助要請ではな

いが，近年の日本においては社会経済的格差に基づいた「勝ち組」「負

け組」といったレッテルが用いられるようになってきており ( 山田 , 

2004) ，周囲からの否定的評価やそれにともなう自尊感情や自己価

値の低下は経済的問題などに関する援助要請の際にも発生すること

が予測されることから，自己スティグマを強く感じる者ほど社会的

困窮場面における援助要請においても消極的であるとの仮説を設定

し，これを測定することとする。

方法

調査手続きおよび調査対象者

　2017 年 12 月に調査会社 ( 株式会社マクロミル ) の全国モニター

を調査対象とした web 調査を実施した。対象者は 20 歳～ 39 歳ま

での成人有職者 ( 被雇用者 ) で，312 名から回答を得，属性に不

備のあった者を除く 304 名を分析対象とした。性別は男性 151 名，

女性 153 名，平均年齢は 30.56 歳 (SD=4.80) であった。年代別に

は 20 代が 149 名，30 代が 155 名であった。

調査内容

デモグラフィック要因　調査協力者の年齢・性別を尋ねた。

ネットワーク変数

　ソーシャルサポート　岩佐他 (2007) による「日本語版ソーシャ

ル・サポート尺度」を用いた。岩佐他 (2007) により，中高年成人

を対象とした調査をもとに信頼性・妥当性が確認されている。3 つ

の下位尺度から構成され，「家族のサポート」4 項目 ( 例：「私の家

族は本当に私を助けてくれる」) ，「大切な人のサポート」4 項目 ( 例：

「私には困ったときにそばにいてくれる人がいる」) ，「友人のサポー

ト」4 項目 ( 例：「私の友人たちは本当に私を助けてくれようとする」) 

の計 12 項目からなる。「1. 全くあてはまらない」から「7. 非常に

あてはまる」の 7 件法で回答を求めた。回答に対しそれぞれに 1 点

から 7 点の得点を割り振った ( 本尺度は逆転項目なし ) 。得点が高

いほどソーシャルサポートが高いことを意味する。

学校教育・医療などの各領域における実際の支援現場の問題意識や

実践的支援を視野に実施されており，その結果，「誰が誰に対して

おこなう援助要請か」という点で細分化しやすくなっている ( 永井・

木村・飯田・本田・水野 , 2017) ことが考えられる。これまで，援

助要請をする者の括りとしては中学生 (e.g., 永井・新井 , 2007) や

大学生・大学院生 (e.g., 永井 , 2010; 竹ヶ原・安保 , 2017) を対象

とした研究が多くみられる一方，成人や高齢者を対象としたものは，

教師・看護師といった一部職種を除くとあまりみられない。また，

援助要請の対象となる問題やニーズについては，例えば，うつや不

安といった心理的な問題に関する相談・受診といった援助要請行動

の生起に関する研究は数多くなされている ( 梅垣 , 2017) 一方，「う

つ病はライフイベントに大きく影響を受ける精神疾患である ( 佐々

木 , 2015, p.427) 」にもかかわらず，心理的な問題の原因や引き金

となる ( ネガティブな ) ライフイベントそのものに関連する，ある

いはその解決を目的とした援助要請にはあまり焦点が当ててこられ

なかった。その結果，成人特有の問題を対象とした研究は多くはな

いのが現状である ( 山本・齊藤，2019) 。

　また，近年の日本は，社会の無縁化が進んでいると言われて久し

い ( 浦 , 2015) 。無縁化とは，経済のグローバル化にともなう人材

の流動性の高まりと，それによる見知らぬ他者への無条件の信頼の

低下，さらにその結果としての近所づきあいや近隣関係の希薄化

などを指す。橋本 (2012) は，関係流動性 ( 人間関係の選択の自由

度 ) が高い状況においては，見知らぬ他者に対する信頼，すなわち

一般的信頼をいかに高めるかが援助要請促進のポイントであると考

察している。しかし，近年の日本は転職の増加や都市部への人口流

入など関係流動性が高まる一方で，見知らぬ他者への無条件の信頼

は低下するという反対の現象が起きており，その結果人々が援助要

請に対して抑制的になってきていると考えられる。そして，このよ

うな社会状況下で，困難な状況にあっても助けを求めようとしない

人々が，とりわけ 30 歳代以下の若年者層に増えていることが指摘

されている。厚生労働省 (2016, 2017) の『自殺対策白書』によれば，

自殺死亡率の低かった平成2 (1990) 年と平成26 (2014) 年を比較す

ると，70 代以降の高齢層の自殺死亡率が大幅に低下している一方，

30 代以下の若い世代の自殺死亡率は上昇している。同白書の中で

「児童生徒の段階において，自殺予防に資する学び ( 複数回答 ) 」

という問いに対して最も多かった回答が「周囲の人に助けを求める

ことが恥ずかしくないこと (71.2%) 」であることと合わせて考え

ると，近年の日本においては 30 歳代やそれ以下の人々が助けを求

めようとしない，あるいは助けを求められずに孤立している状況が

あると推測される。

　こうした現状を踏まえ，本研究では 20 歳代，30 歳代 ( 以下，そ

れぞれ「20 代」，「30 代」とする ) の成人を対象とし，彼らの生活

における中心的問題であり，自殺原因の上位に分類されている「経

済問題」・「勤務問題」に焦点を当て，その援助要請の傾向や，どの

ような要因と関連があるのかについて明らかとすることを目的とす

る。

　なお，調査対象者については，これらの年齢階級において職業別

で自殺者が最も多いのが「被雇用者・勤め人」 ( 厚生労働省 , 2017) 

であることから，20 代，30 代の被雇用者・勤め人 ( 以下「被雇用者」

とする ) とする。また，援助要請の傾向については，援助要請のプ
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資料 (2016，2017) や企業勤務者 3 名へのヒアリングを参考におこ

なわれ，心理学を専門とする大学教員 1 名により内容的妥当性およ

び表現的適切性が検討された。

　設定にあたり，問題の一般性の保持および統制を目的として，問

題原因が援助要請者本人ではなく社会環境や他者にあると判断され

る場面を用意した。呈示に先立ち，「あなたが以下のような状況に

置かれたと仮定してください。」との教示をおこなった。呈示した

場面を Table 2 に示す。

　場面を呈示したうえで，それぞれの場面について，「このような

状況に置かれた場合，あなたは以下のそれぞれの相手にどの程度助

けを求める，あるいは相談すると思いますか。」との質問文を付し，

相手別にどのくらい援助を要請すると思うかについて尋ねた。援助

要請相手として設けた区分は，経済問題は「親，きょうだいなど家

族」 ( 以下「家族」とする ), 「親しい友人，知人」 ( 以下「友人知人」

とする ) , 「法律事務所などの専門職や公的機関の相談窓口」 ( 以下

「専門職」とする ) , 「多重債務者支援や生活困窮者支援をおこなう

民間団体」 ( 以下「支援団体」とする ) の 4 つ，勤務問題は「親，きょ

うだいなど家族」 ( 以下「家族」とする ) , 「親しい友人，知人」 ( 以

下「友人知人」とする ) , 「職場内の人事労務部署や相談窓口など」 

( 以下「職場内窓口」とする ) , 「職場外の公的機関や人権問題支援

をおこなう支援団体など」 (以下「職場外窓口」とする) の4つであっ

た。相手先区分は，先行研究 (e.g., 永井 , 2010) を参考に決定した。

　また，どの程度助けを求めると思うかについては，先行研究を参

考に「1. 求めないと思う」から「5. 求めると思う」の 5 件法で尋ね，

それぞれに 1 点から 5 点の得点を割り振り，これを援助要請意図

得点とした。得点の高い方が援助要請意図が強いことを意味する。

倫理的配慮

　本研究は「神戸大学大学院人間発達環境学研究科における人を

直接の対象とする研究審査」の承認 (2017 年 12 月承認：受付番号

315) を受けて実施された。調査実施に先立ち，調査協力者に文面

で調査趣旨の説明をおこない，調査への協力は協力者の自由意志に

もとづくものであり回答を拒否する権利のあること，調査途中でも

回答を中止できること，回答の拒否や中止により協力者に一切の不

利益が生じないこと，回答内容は統計処理されるため個人が特定さ

れることはないこと，調査により得られた内容は本調査以外の目的

に使用することはないことを伝えた。そのうえで調査協力の同意を

得たのちに調査をおこなった。同意確認の手続きは，まず Web 画

面にて説明文を呈示し，末尾に「ご協力頂ける場合は，次のページ

パーソナリティ変数

　被援助志向性　田村・石隈 (2001) による「被援助志向性尺度」

を用いた。11 項目 ( 例：「困っていることを解決するために，他者

からの助言や援助が欲しい。」) からなる。「1. あてはまらない」か

ら「5. あてはまる」 までの 5 件法で回答を求めた。逆転項目の処理

をおこなったのち，回答に対しそれぞれに 1 点から 5 点の得点を

割り振った。得点が高いほど被援助志向性が強いことを意味する。

　自尊感情　山本・松井・山成 (1982) による「Rosenberg 自尊感

情尺度の日本語版」 を用いた。10項目 (例：「少なくとも人並みには，

価値のある人間である。」) からなる。「1. あてはまらない」から「5. 

あてはまる」までの 5 件法で回答を求めた。逆転項目の処理をおこ

なったのち，回答に対しそれぞれ 1 点から 5 点の得点を割り振った。

得点が高いほど自尊感情が高いことを意味する。

　心理的負債感　相川・吉森 (1995) による「心理的負債感尺度」

を用いた。18 項目 ( 例：「誰かが私の命を救ってくれるようなこと

があれば，私は一生その人に恩を感じるであろう。」) からなる。「1. 

全くあてはまらない」から「6. 非常にあてはまる」までの 6 件法

で回答を求めた。逆転項目の処理をおこなったのち，回答に対しそ

れぞれ 1 点から 6 点の得点を割り振った。得点が高いほど心理的

負債感が強いことを意味する。

　自己スティグマ　宮仕 (2010) による「自己スティグマ尺度」を

本研究の目的に合わせて修正して用いた。この尺度は Vogel, Wade, 

& Hackler (2007) が作成した尺度 (Self-Stigma of Seeking Help 

Scale; 以下「原版」とする ) をもとに邦訳，修正されたものである。

原版は心理的問題に関する援助要請を対象として作成されたもので

あるため，本研究では経済・生活問題や勤務問題に関する援助要請

を想定して「カウンセラー」を「専門機関や支援団体」と改めるな

どした。また，邦訳の中に「私は知的により低いように感じる」と

いった調査協力者に心理的負担を強いる恐れのある表現がみられた

ため，倫理的配慮から原版を元に訳を改めた。尺度は 9 項目からな

り，「1. あてはまらない」から「5. あてはまる」の 5 件法で回答を

求めた。逆転項目の処理をおこなったのち，回答に対しそれぞれ 1

点から 5 点の得点を割り振った。得点が高いほど自己スティグマが

強いことを意味する。Table 1 に尺度項目を示す。

　場面・相手別援助要請意図　まず，2 つの場面を文章で呈示した。

一つは経済・生活問題 ( 以下「経済問題」とする ) に関するもので，

もう一つは勤務問題 ( 以下「勤務問題」とする ) に関するものであっ

た。場面設定は若年者の雇用実態や自殺に関する厚生労働省の統計

1. もし私が自分の問題の援助を求めるために専門機関や支援団体のところへ行ったら，私
は社会的に十分機能できていないように感じるだろう。

2*. もし私が専門機関や支援団体に援助を求めても，私の自信は脅かされないだろう。

3. 自分の問題で援助を求めることで，私は以前よりも聡明さを欠いてしまったと感じてし
まうだろう。

4*. 専門機関や支援団体に相談することを選んだという理由だけでは，私の自分への見方は
変わらないだろう。

5. 専門機関や支援団体に援助を求めることで，私は劣等感を感じてしまうだろう。

6*. もし私が専門機関や支援団体に援助を求めることを選んでも，そのような選択をした自
分は正しかったと思えるだろう。

7. もし専門機関や支援団体のところへ行ったら，私は自分自身にあまり満足しないだろう。

8*.
9. もし私が自分の問題を解決できなかったら，自分はさらにダメだと感じるだろう。

注）　*は逆転項目

Table 1
自己スティグマ尺度　(宮仕 (2010) を修正)

もし私が自分では解決できない問題のために援助を求めても，私の自信は保たれるだろう。

問題の種類 問題場面

経済問題 勤務先の業績悪化に伴い，賞与や賃金のカットが続
いた。日々のやりくりも厳しくなり借金したが，経済状
況が改善しない。負債や金利支払いは増える一方で
自力で返せる額ではなくなってしまった。

勤務問題 職場の上司によるパワーハラスメント気味の言動が続
き，苦痛により今の職場で仕事を続ける自信がなく
なってきている。上司との関係以外の職場環境には
不満はないが，この問題を自力で解決できる見込み
は薄いと感じている。

Table 2
経済問題場面および勤務問題場面
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ロセスには「問題の知覚」「援助要請の意思決定」「援助要請の実行」

の 3 つの段階があるとされる (Gross & McMullen，1982 ;  高木，

1987) が，本研究では対象場面が経済問題や勤務問題といった社会

的困窮場面であるため，既に問題は知覚されているものと考えられ

ることや，当該場面は実験場面などを設定してその行動を研究の対

象とするといった性質のものではないことから，援助要請の意思決

定プロセスに着目し，援助要請意図を扱うものとする。また，関連

要因としては「デモグラフィック要因」として年齢および性別の 2

要因，「ネットワーク変数」としてソーシャルサポートを，「パーソ

ナリティ変数」として，被援助志向性・自尊感情・心理的負債感・

自己スティグマの 4 変数を扱うこととする。

　上記の要因や変数のうち，自己スティグマを除いては，大学生の

援助要請を包括的に扱った永井 (2010) をはじめとする先行研究に

おいて援助要請との関わりが示されてきたものを採用した。残る自

己スティグマについて，自己スティグマとは，問題の解決に専門家

の援助を求めることに対する周囲からの否定的評価に対する認知を

指し ( 太田 , 2017) ，精神疾患患者が医療機関を利用するなどの心

理的問題に関する援助要請と関わりがあることが示されている ( 宮

仕，2010) 。本研究で扱うのは心理的問題に関する援助要請ではな

いが，近年の日本においては社会経済的格差に基づいた「勝ち組」「負

け組」といったレッテルが用いられるようになってきており ( 山田 , 

2004) ，周囲からの否定的評価やそれにともなう自尊感情や自己価

値の低下は経済的問題などに関する援助要請の際にも発生すること

が予測されることから，自己スティグマを強く感じる者ほど社会的

困窮場面における援助要請においても消極的であるとの仮説を設定

し，これを測定することとする。

方法

調査手続きおよび調査対象者

　2017 年 12 月に調査会社 ( 株式会社マクロミル ) の全国モニター

を調査対象とした web 調査を実施した。対象者は 20 歳～ 39 歳ま

での成人有職者 ( 被雇用者 ) で，312 名から回答を得，属性に不

備のあった者を除く 304 名を分析対象とした。性別は男性 151 名，

女性 153 名，平均年齢は 30.56 歳 (SD=4.80) であった。年代別に

は 20 代が 149 名，30 代が 155 名であった。

調査内容

デモグラフィック要因　調査協力者の年齢・性別を尋ねた。

ネットワーク変数

　ソーシャルサポート　岩佐他 (2007) による「日本語版ソーシャ

ル・サポート尺度」を用いた。岩佐他 (2007) により，中高年成人

を対象とした調査をもとに信頼性・妥当性が確認されている。3 つ

の下位尺度から構成され，「家族のサポート」4 項目 ( 例：「私の家

族は本当に私を助けてくれる」) ，「大切な人のサポート」4 項目 ( 例：

「私には困ったときにそばにいてくれる人がいる」) ，「友人のサポー

ト」4 項目 ( 例：「私の友人たちは本当に私を助けてくれようとする」) 

の計 12 項目からなる。「1. 全くあてはまらない」から「7. 非常に

あてはまる」の 7 件法で回答を求めた。回答に対しそれぞれに 1 点

から 7 点の得点を割り振った ( 本尺度は逆転項目なし ) 。得点が高

いほどソーシャルサポートが高いことを意味する。

学校教育・医療などの各領域における実際の支援現場の問題意識や

実践的支援を視野に実施されており，その結果，「誰が誰に対して

おこなう援助要請か」という点で細分化しやすくなっている ( 永井・

木村・飯田・本田・水野 , 2017) ことが考えられる。これまで，援

助要請をする者の括りとしては中学生 (e.g., 永井・新井 , 2007) や

大学生・大学院生 (e.g., 永井 , 2010; 竹ヶ原・安保 , 2017) を対象

とした研究が多くみられる一方，成人や高齢者を対象としたものは，

教師・看護師といった一部職種を除くとあまりみられない。また，

援助要請の対象となる問題やニーズについては，例えば，うつや不

安といった心理的な問題に関する相談・受診といった援助要請行動

の生起に関する研究は数多くなされている ( 梅垣 , 2017) 一方，「う

つ病はライフイベントに大きく影響を受ける精神疾患である ( 佐々

木 , 2015, p.427) 」にもかかわらず，心理的な問題の原因や引き金

となる ( ネガティブな ) ライフイベントそのものに関連する，ある

いはその解決を目的とした援助要請にはあまり焦点が当ててこられ

なかった。その結果，成人特有の問題を対象とした研究は多くはな

いのが現状である ( 山本・齊藤，2019) 。

　また，近年の日本は，社会の無縁化が進んでいると言われて久し

い ( 浦 , 2015) 。無縁化とは，経済のグローバル化にともなう人材

の流動性の高まりと，それによる見知らぬ他者への無条件の信頼の

低下，さらにその結果としての近所づきあいや近隣関係の希薄化

などを指す。橋本 (2012) は，関係流動性 ( 人間関係の選択の自由

度 ) が高い状況においては，見知らぬ他者に対する信頼，すなわち

一般的信頼をいかに高めるかが援助要請促進のポイントであると考

察している。しかし，近年の日本は転職の増加や都市部への人口流

入など関係流動性が高まる一方で，見知らぬ他者への無条件の信頼

は低下するという反対の現象が起きており，その結果人々が援助要

請に対して抑制的になってきていると考えられる。そして，このよ

うな社会状況下で，困難な状況にあっても助けを求めようとしない

人々が，とりわけ 30 歳代以下の若年者層に増えていることが指摘

されている。厚生労働省 (2016, 2017) の『自殺対策白書』によれば，

自殺死亡率の低かった平成2 (1990) 年と平成26 (2014) 年を比較す

ると，70 代以降の高齢層の自殺死亡率が大幅に低下している一方，

30 代以下の若い世代の自殺死亡率は上昇している。同白書の中で

「児童生徒の段階において，自殺予防に資する学び ( 複数回答 ) 」

という問いに対して最も多かった回答が「周囲の人に助けを求める

ことが恥ずかしくないこと (71.2%) 」であることと合わせて考え

ると，近年の日本においては 30 歳代やそれ以下の人々が助けを求

めようとしない，あるいは助けを求められずに孤立している状況が

あると推測される。

　こうした現状を踏まえ，本研究では 20 歳代，30 歳代 ( 以下，そ

れぞれ「20 代」，「30 代」とする ) の成人を対象とし，彼らの生活

における中心的問題であり，自殺原因の上位に分類されている「経

済問題」・「勤務問題」に焦点を当て，その援助要請の傾向や，どの

ような要因と関連があるのかについて明らかとすることを目的とす

る。

　なお，調査対象者については，これらの年齢階級において職業別

で自殺者が最も多いのが「被雇用者・勤め人」 ( 厚生労働省 , 2017) 

であることから，20 代，30 代の被雇用者・勤め人 ( 以下「被雇用者」

とする ) とする。また，援助要請の傾向については，援助要請のプ
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ては，非逆転項目 5 項目により構成されるものは援助要請の結果と

して予測される援助要請者の自己評価の低下を直接に問う内容であ

ることから「自己評価低下予測因子」 ( 以下「評価低下」因子とす

る ) とし，逆転項目 4 項目により構成されるものは，援助要請の結

果，援助要請者の自信の保持されるかどうかを問う内容である項目

であり，逆転を解除すると，援助要請の結果，自信を喪失するかど

うかという内容であると見ることができることから，これを「自信

喪失予測因子」 ( 以下「自信喪失」因子とする ) と呼ぶことにする。

Table 3 に自己スティグマ尺度の因子分析の結果を示す。

　この因子分析の結果を踏まえ，各心理尺度について平均値，標準

偏差，クロンバックのα係数を算出した。その結果をTable 4に示す。

α係数は .77 から .94 の範囲であり，一定以上の信頼性が確認され

た。

場面・相手別援助要請意図

　経済問題場面における援助要請意図得点の平均値は，相手別に「家

族」が 3.20 (SD=1.37) , 「友人知人」が 1.89 (SD=1.07) , 「専門職」

が 3.24 (SD=1.25) , 「支援団体」が 2.94 (SD=1.19) となった (Figure 

1) 。なお，「友人知人」については平均値－ 1SD の値が 1 を下回

る床効果がみられた。このことは，20 代，30 代被雇用者の経済問

題場面において友人知人は援助要請対象として考えられにくいとい

うことを示している。本研究の問題意識に沿ってこのことは考慮に

入れつつも，床効果がみられたことを踏まえ原則として当該項目を

統計的分析の対象から外すこととした。

　勤務問題場面における援助要請意図得点の平均値は，相手別に「家

族」が 3.00 (SD=1.41) , 「友人知人」が 3.11 (SD=1.34) , 「職場内窓

口」が 3.13 (SD=1.33) , 「職場外窓口」が 2.93 (SD=1.31) となった 

(Figure 2) 。

　これらの援助要請意図について，場面毎に相手別比較をおこなっ

た。援助要請相手を独立変数，援助要請意図得点を従属変数として，

経済問題場面は床効果のみられた知人友人を除く 3 水準，勤務問

題場面は 4 水準で 1 要因の分散分析を実施した。その結果，経済

問題場面のみに有意な 1% 水準で差がみられ (F (2,606) =6.51 (p 

< .01) ) , 勤務問題場面については差がみられなかった (F (3,909) 

=2.11 (n. s. ) ) 。そこで経済問題場面について Tukey の HSD 法に

から始まるアンケートにご回答下さい。」との一文を付した。同意

の得られた場合のみ回答画面に移るよう設定のうえ，回答 ( 入力 ) 

開始を以て同意を得たものとした。

結果

心理尺度の検討および基礎統計量

　はじめに，本研究で使用した心理尺度の検討をおこなった。先行

研究において既に信頼性・妥当性が確認されている尺度については

信頼性の確認のみにとどめ，本研究で尺度項目を修正した自己ス

ティグマ尺度については因子分析を実施のうえ信頼性の確認をおこ

なった。

　自己スティグマ尺度については，Vogel et al. (2007) の原版およ

び宮仕 (2010) の分析をもとに因子数を 1 に指定して全 9 項目に対

して因子分析 ( 主因子法 ) をおこなったところ，4 項目で因子負荷

量が .50 を下回り，因子寄与率も 27.9% に留まった。そこで，因子

数を定めずに主因子法，プロマックス回転により再度因子分析を実

施した。その結果は固有値の減衰状況などから 2 因子解と判断され

た。第 1 因子には援助要請によって生じる自己評価の低下に関する

認知を示す 5 項目が，第 2 因子にはその逆転項目を想定して設定

された 4 項目が分類された。

　先行研究と異なる因子構造が出現した原因については，質問項目

において援助要請対象を原版のカウンセラーなどから一般的な専門

職や相談窓口に変更したことにより，逆転項目を設定した質問にお

いて調査協力者が注目する点が変わったのではないかと推測した。

非逆転項目は，援助要請の結果として「劣等感を感じる」「社会的

に十分機能できていない」など自己評価の低下などのネガティブ情

報を明記しているのに対し，逆転項目は，援助要請を行ったとして

も「自信は保たれる」「自分への見方は変わらない」など見方の変

化の有無を問うており，類似してはいるが同一でない認知を測って

いる可能性があるということである。2 因子の因子間相関 .36 もそ

の判断根拠とした。

　これらを踏まえて 2 因子構造に対する検討を加えた結果，全項目

において因子負荷量が .54 以上，累積寄与率は 44.2% と 1 因子の場

合と比べて高く，またα係数についても 2 因子ともに .77 で一定の

内的整合性も確認されたことから，2 因子 9 項目により自己スティ

グマ尺度が構成されると判断した。なお，見出された 2 因子につい

3.

5.

7.

9.

1.

8*.

4*.

6*.

2*.

負荷量の平方和

因子間相関

2.31  2.15

－.03 －.61
もし私が専門機関や支援団体に援助を求めても，私の
自信は脅かされないだろう。 －.05 －.60

もし私が自分では解決できない問題のために援助を求
めても，私の自信は保たれるだろう。 －.06 －.76
専門機関や支援団体に相談することを選んだという理
由だけでは，私の自分への見方は変わらないだろう。 －.03 －.74

もし私が自分の問題を解決できなかったら，自分はさ
らにダメだと感じるだろう。 －.56 －.16
もし私が自分の問題の援助を求めるために専門機関や
支援団体のところへ行ったら，私は社会的に十分機能
できていないように感じるだろう。

－.54 －.02

－.36

Table 3
自己スティグマ尺度の因子分析結果

項　目
因　子

自己評価低下 自信喪失

自分の問題で援助を求めることで，私は以前よりも聡
明さを欠いてしまったと感じてしまうだろう。 －.79 －.06
専門機関や支援団体に援助を求めることで，私は劣等
感を感じてしまうだろう。 －.72 －.10
もし専門機関や支援団体のところへ行ったら，私は自
分自身にあまり満足しないだろう。 －.57 －.07

もし私が専門機関や支援団体に援助を求めることを選んでも，
そのような選択をした自分は正しかったと思えるだろう。

α Mean SD
ソーシャルサポート (合計) .94 52.31 14.71
　家族のサポート .90 18.38   5.47
　友人のサポート .92 16.20   5.60
　大切な人のサポート .90 17.73   5.62
被援助志向性 .76 36.56   6.32
自尊感情 .85 29.04   7.38
心理的負債感 .85 70.53 11.01
自己スティグマ (合計) .77 25.89   5.10
　自己評価低下予測 .77 14.38   3.53
　自信喪失予測 .77 11.52   2.87

Table 4
各尺度得点の基礎統計量とα係数 (N  = 304)
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(F (1,300) =13.24) の 3 項目については 0.1% 水準で女性の方が有

意に高い援助要請意図を示した。一方，男性の方が有意に高い援助

要請意図を示した項目はなかった。なお，「経済問題－対専門職」，「経

済問題－対支援団体」，「勤務問題－対職場外窓口」の 3 組み合わせ

については年齢，性別，年齢性別の組み合わせのいずれにおいても

有意な差はみられなかった。

　これらの結果について多重比較をおこない，年齢×性別の組み合

わせについて見てみると，有意に高い援助要請意図を示したのはい

ずれも 20 代女性で，20 代男性に対しては「経済問題－対家族」，「勤

務問題－対家族」，「勤務問題－対職場内窓口」の 3 項目では 1% 水

準，「勤務問題－対友人知人」では 0.1% 水準で有意に高い援助要

請意図を示したほか，30 代女性に対しては「経済問題－対家族」，「勤

務問題－対友人知人」の 2 項目では 5% 水準で，「勤務問題－対家族」

では 1% で有意に高かった。30 代同士の比較においては，いずれ

の項目においても性差による援助要請意図の差は有意ではなかっ

た。

重回帰分析を用いたモデルの検討

各変数間の基本的な関連　次に，ネットワーク変数およびパーソ

ナリティ要因を含めた場面別・相手別援助要請意図得点の分析をお

こなうため，年齢，性別及び各心理尺度得点を独立変数，場面別・

相手別援助要請意図得点を従属変数とする重回帰分析を実施するこ

ととした。

　これに先立ち，まず，場面別・相手別援助要請意図得点と，ソー

シャル・サポート尺度 ( 以下「ソーシャルサポート」とする ) ，被

援助志向性尺度 ( 以下，「被援助志向性」とする ) ，自尊感情尺度 

( 以下「自尊感情」とする ) ，心理的負債感尺度 ( 以下「心理的負

債感」とする ) ，自己スティグマ尺度 ( 以下「自己スティグマ」と

する ) の 5 心理尺度の得点の間の相関係数を算出した。なお，ソー

シャルサポートと自己スティグマについては，尺度合計ではなく下

位尺度 ( 以下，ソーシャルサポートについて「家族サポート」，「友

人サポート」，「大切な人サポート」，自己スティグマについては「ス

ティグマ－評価低下」，「スティグマ－自信喪失」とする ) ごとの得

点を用いた。

よる多重比較をおこなった結果，家族－支援団体間に 5% 水準で，

専門職－支援団体間に 1% 水準で有意な差が確認された。

分散分析を用いたデモグラフィック要因による援助要請意図の比較

　年齢・性別による援助要請意図の違いを検討するため，年齢と性

別を独立変数，援助要請意図得点を従属変数とする 2 要因分散分析

を用いて援助要請意図得点を分析した。対象としたのは「経済問題」

の相手別 3 項目，「勤務問題」の相手別 4 項目の計 7 項目，年齢は

20 代と 30 代の 2 水準，性別は男性と女性の 2 水準とした。床効果

のみられた経済問題場面における友人知人への援助要請について

は，傾向の把握のため水準毎の平均値と標準偏差のみ算出し，分散

分析はおこなわなかった。 

　分析対象の人数内訳は 20 代男性 74 名，20 代女性 75 名，30 代

男性 77 名，30 代女性 78 名であった。7 項目のうち，交互作用が

有意であったのは「経済問題－対家族」のみ (F (1,300) =4.05 (p < 

0.05) ) であった。交互作用が有意であった項目については単純主

効果の検定を，交互作用が認められなかった項目については主効果

の検定を実施した。その結果を Table 5 に掲げる。

　年齢による差は，「経済問題－対家族」 (F (1,300) =4.39) および

「勤務問題－対友人知人」(F (1,300) =4.86) は 5% 水準で，「勤務問

題－対家族」 (F (1,300) =8.47) は 1% 水準で 20 代の方が 30 代より

も有意に高い援助要請意図得点であった。30 代の方が 20 代よりも

高い援助要請意図を回答した項目はなかった。

　性別に目を向けると，「経済問題－対家族」 (F (1,300) =7.19) は

1% 水準で，「勤務問題－対家族」 (F (1,300) =15.74)，「勤務問題

－対友人知人」 (F (1,300) =21.37) ，「勤務問題－対職場内窓口」 
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Figure 1. 経済問題場面における相手先別援助要請意図得

点
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Figure 2. 勤務問題における相手先別援助要請意図得点

20代男性20代女性30代男性30代女性

(N =74) (N =75) (N =77) (N =78)
経済問題場面
家族

(1.28) (1.30) (1.32) (1.43)
友人知人

(1.12) (1.08) (0.99) (0.85)
専門職

(1.30) (1.27) (1.17) (1.25)
支援団体

(1.12) (1.26) (1.10) (1.25)
勤務問題場面
家族

(1.30) (1.33) (1.29) (1.48)
友人知人

(1.31) (1.23) (1.20) (1.39)
職場内窓口

(1.36) (1.34) (1.24) (1.31)
職場外窓口

(1.16) (1.37) (1.74) (1.45)
*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

Table 5

0.36*** 13.24***0.81***

0.96*** 0.02*** 0.02***

8.47*** 15.74***2.37***

4.86*** 21.37***3.30***

床効果により分析対象外

0.09*** 3.00*** 0.10***

2.31*** 0.87*** 0.07***

年齢・性別による援助要請意図得点の平均値 (SD ) と比較結果
年齢
F 値

性別
F 値

交互作用
F値

4.39*** 7.19*** 4.05***3.00 3.72 2.99 3.09

2.43 1.73 1.95 1.46

3.07 3.36 3.16 3.36

2.76 2.92 3.00 3.09

2.80 3.65 2.58 2.96

2.80 3.75 2.74 3.15

2.84 3.52 2.88 3.29

2.99 3.03 2.86 2.86

Figure 1. 経済問題場面における相手先別援助要請意図得点
注）友人知人は床効果のため比較対象外
*p < .05, **p < .01

Figure 2. 勤務問題における相手先別援助要請意図得点
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ては，非逆転項目 5 項目により構成されるものは援助要請の結果と

して予測される援助要請者の自己評価の低下を直接に問う内容であ

ることから「自己評価低下予測因子」 ( 以下「評価低下」因子とす

る ) とし，逆転項目 4 項目により構成されるものは，援助要請の結

果，援助要請者の自信の保持されるかどうかを問う内容である項目

であり，逆転を解除すると，援助要請の結果，自信を喪失するかど

うかという内容であると見ることができることから，これを「自信

喪失予測因子」 ( 以下「自信喪失」因子とする ) と呼ぶことにする。

Table 3 に自己スティグマ尺度の因子分析の結果を示す。

　この因子分析の結果を踏まえ，各心理尺度について平均値，標準

偏差，クロンバックのα係数を算出した。その結果をTable 4に示す。

α係数は .77 から .94 の範囲であり，一定以上の信頼性が確認され

た。

場面・相手別援助要請意図

　経済問題場面における援助要請意図得点の平均値は，相手別に「家

族」が 3.20 (SD=1.37) , 「友人知人」が 1.89 (SD=1.07) , 「専門職」

が 3.24 (SD=1.25) , 「支援団体」が 2.94 (SD=1.19) となった (Figure 

1) 。なお，「友人知人」については平均値－ 1SD の値が 1 を下回

る床効果がみられた。このことは，20 代，30 代被雇用者の経済問

題場面において友人知人は援助要請対象として考えられにくいとい

うことを示している。本研究の問題意識に沿ってこのことは考慮に

入れつつも，床効果がみられたことを踏まえ原則として当該項目を

統計的分析の対象から外すこととした。

　勤務問題場面における援助要請意図得点の平均値は，相手別に「家

族」が 3.00 (SD=1.41) , 「友人知人」が 3.11 (SD=1.34) , 「職場内窓

口」が 3.13 (SD=1.33) , 「職場外窓口」が 2.93 (SD=1.31) となった 

(Figure 2) 。

　これらの援助要請意図について，場面毎に相手別比較をおこなっ

た。援助要請相手を独立変数，援助要請意図得点を従属変数として，

経済問題場面は床効果のみられた知人友人を除く 3 水準，勤務問

題場面は 4 水準で 1 要因の分散分析を実施した。その結果，経済

問題場面のみに有意な 1% 水準で差がみられ (F (2,606) =6.51 (p 

< .01) ) , 勤務問題場面については差がみられなかった (F (3,909) 

=2.11 (n. s. ) ) 。そこで経済問題場面について Tukey の HSD 法に

から始まるアンケートにご回答下さい。」との一文を付した。同意

の得られた場合のみ回答画面に移るよう設定のうえ，回答 ( 入力 ) 

開始を以て同意を得たものとした。

結果

心理尺度の検討および基礎統計量

　はじめに，本研究で使用した心理尺度の検討をおこなった。先行

研究において既に信頼性・妥当性が確認されている尺度については

信頼性の確認のみにとどめ，本研究で尺度項目を修正した自己ス

ティグマ尺度については因子分析を実施のうえ信頼性の確認をおこ

なった。

　自己スティグマ尺度については，Vogel et al. (2007) の原版およ

び宮仕 (2010) の分析をもとに因子数を 1 に指定して全 9 項目に対

して因子分析 ( 主因子法 ) をおこなったところ，4 項目で因子負荷

量が .50 を下回り，因子寄与率も 27.9% に留まった。そこで，因子

数を定めずに主因子法，プロマックス回転により再度因子分析を実

施した。その結果は固有値の減衰状況などから 2 因子解と判断され

た。第 1 因子には援助要請によって生じる自己評価の低下に関する

認知を示す 5 項目が，第 2 因子にはその逆転項目を想定して設定

された 4 項目が分類された。

　先行研究と異なる因子構造が出現した原因については，質問項目

において援助要請対象を原版のカウンセラーなどから一般的な専門

職や相談窓口に変更したことにより，逆転項目を設定した質問にお

いて調査協力者が注目する点が変わったのではないかと推測した。

非逆転項目は，援助要請の結果として「劣等感を感じる」「社会的

に十分機能できていない」など自己評価の低下などのネガティブ情

報を明記しているのに対し，逆転項目は，援助要請を行ったとして

も「自信は保たれる」「自分への見方は変わらない」など見方の変

化の有無を問うており，類似してはいるが同一でない認知を測って

いる可能性があるということである。2 因子の因子間相関 .36 もそ

の判断根拠とした。

　これらを踏まえて 2 因子構造に対する検討を加えた結果，全項目

において因子負荷量が .54 以上，累積寄与率は 44.2% と 1 因子の場

合と比べて高く，またα係数についても 2 因子ともに .77 で一定の

内的整合性も確認されたことから，2 因子 9 項目により自己スティ

グマ尺度が構成されると判断した。なお，見出された 2 因子につい

3.

5.

7.

9.

1.

8*.

4*.

6*.

2*.

負荷量の平方和

因子間相関

2.31 2.15

－.03 －.61
もし私が専門機関や支援団体に援助を求めても，私の
自信は脅かされないだろう。 －.05 －.60

もし私が自分では解決できない問題のために援助を求
めても，私の自信は保たれるだろう。 －.06 －.76
専門機関や支援団体に相談することを選んだという理
由だけでは，私の自分への見方は変わらないだろう。 －.03 －.74

もし私が自分の問題を解決できなかったら，自分はさ
らにダメだと感じるだろう。 －.56 －.16
もし私が自分の問題の援助を求めるために専門機関や
支援団体のところへ行ったら，私は社会的に十分機能
できていないように感じるだろう。

－.54 －.02

－.36

Table 3
自己スティグマ尺度の因子分析結果

項　目
因　子

自己評価低下 自信喪失

自分の問題で援助を求めることで，私は以前よりも聡
明さを欠いてしまったと感じてしまうだろう。 －.79 －.06
専門機関や支援団体に援助を求めることで，私は劣等
感を感じてしまうだろう。 －.72 －.10
もし専門機関や支援団体のところへ行ったら，私は自
分自身にあまり満足しないだろう。 －.57 －.07

もし私が専門機関や支援団体に援助を求めることを選んでも，
そのような選択をした自分は正しかったと思えるだろう。

α Mean SD
ソーシャルサポート (合計) .94 52.31 14.71
　家族のサポート .90 18.38   5.47
　友人のサポート .92 16.20   5.60
　大切な人のサポート .90 17.73   5.62
被援助志向性 .76 36.56   6.32
自尊感情 .85 29.04   7.38
心理的負債感 .85 70.53 11.01
自己スティグマ (合計) .77 25.89   5.10
　自己評価低下予測 .77 14.38   3.53
　自信喪失予測 .77 11.52   2.87

Table 4
各尺度得点の基礎統計量とα係数 (N = 304)
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組み合わせは，「大切な人サポート」と「スティグマ－自信喪失」

(r = － .25) ，「自尊感情」と「心理的負債感」(r = － .29) ，「自尊感情」

と「スティグマ－評価低下」(r = － .29)　であった (Table 7) 。

　これらを踏まえ，年齢，性別及び各心理尺度得点を独立変数，場

面別・相手別援助要請意図得点を従属変数とする重回帰分析 ( 強制

投入法 ) をおこなった。算定にあたり，年齢は 20 代・30 代の 2 水

準を設定して 20 代を 0，30 代を 1，性別は男性・女性の 2 水準を

設定して男性を 0，女性を 1 とするダミー変数を用いた。

　その結果を Table 8 に示した。場面・相手別にモデルの確認を

おこった結果，経済問題場面において，「対家族」は，決定係数が

0.1% 未満の水準で有意であり (R 2=.13, F (10,293) =4.29) ，標準偏

回帰係数βが 1% 未満の水準で有意の要因・変数はみられなかった。

また，「対専門家」は決定係数が 0.1% 未満の水準で有意であり

(R 2=.15, F (10,293) =5.15) ，標準偏回帰係数については，「スティ

グマ－自信喪失」が 0.1% 未満の水準で有意であった ( β = － .38) 。

さらに，「対支援団体」については，決定係数が 1% 未満の水準で

有意であり (R 2=.09, F (10,293) =2.97) ，標準偏回帰係数について

は，「スティグマ－自信喪失」が 0.1% 未満の水準で有意であった 

( β = － .26) 。

　勤務問題場面においては，決定係数は「対家族」(R 2=.16, F (10,293) 

=5.53) , 「対友人知人」(R 2=.28, F (10,293) =11.19) , 「対職場内窓

口」(R 2=.13, F (10,293) =4.21) の 3 つの相手先に対しては 0.1% 未

満の水準で，「対職場外窓口」(R 2=.09, F (10,293) =2.95) に対して

は 1% 未満の水準で有意であった。以下，標準偏回帰係数が 1% 未

満水準で有意であった項目を挙げると，「対家族」における「性別」 

( β =.20, p < .01) , 「年代」 ( β =. － 15, p < .01) ,  「家族サポート」 

( β =.33, p < .001) の 3 項目 , 「対友人知人」における「性別」 ( β 

=.17, p < .01) , 「友人のサポート」 (β =.40, p < .001) の2項目, 「対

職場内窓口」における「友人のサポート」( β =.21, p < .01) , 「ス

ティグマ－自信喪失」( β = － .19, p < .01) の 2 項目 , 「職場外窓口」

における「友人サポート」( β =.28, p < .001) , 「スティグマ－自信

喪失」 ( β = － .21, p < .01) の 2 項目であった。

　また，すべての場面・相手の組み合わせについて多重共線性に関

する確認をおこなった結果，いずれも VIF の値が 10 未満であった

ため問題はないものと判断した。

　経済問題場面については，0.1% 未満の水準で有意な正の相関を

示したのは，「対家族」と「家族サポート」 (r =.23) , 「対家族」と「友

人サポート」 (r =.21) , 「対家族」と「大切な人サポート」 (r =.21) , 

「対家族」と「被援助志向性」  (r =.20) であった。また，負の相関

については，「対専門職」と「スティグマ－自信喪失」 (r = － .32) , 

「対支援団体」と「スティグマ－評価脅威」 (r = － .24) がこの水準

で有意であった。

　勤務問題場面に目を向けると，0.1% 未満の水準で有意な正の相

関となったのが，「対家族」と「家族サポート」 (r =.23) ,「対友人

知人」と「家族サポート」 (r =.29) , 「対友人知人」と「友人サポート」 

(r =.45) , 「対友人知人」と「大切な人サポート」 (r =.30) , 「対友人

知人」と「被援助志向性」  (r =.27) , 「対職場内窓口」と「友人サポー

ト」 (r =.25) で，0.1% 未満の水準で有意な負の相関を示した組み合

わせは「職場内窓口」と「スティグマ－自信喪失」 (r = － .20) であっ

た。Table 6 に援助要請意図得点と各尺度得点の相関の一覧を掲げ

る。

　次に，各心理尺度得点間の相関係数を算出した。この際にも，ソー

シャルサポートと自己スティグマについては，尺度合計得点ではな

く下位尺度ごとの得点を用いた。

　その結果，「家族サポート」と「大切な人サポート」の間に強い

正の相関がみられた (r =.76) 。これ以外に 0.1% 未満の水準で有意

であった組み合わせは，正の相関を示したものは「家族サポート」

と「友人サポート」 (r =.59) ，「家族サポート」と「被援助志向性」(r 

=.39) ，「家族サポート」と「心理的負債感」 (r =.33) ，「友人サポート」

と「大切な人サポート」(r =.62) ，「友人サポート」と「被援助志

向性」(r =.41) ，「友人サポート」と「心理的負債感」(r =.35) ，

「大切な人サポート」と「被援助志向性」(r =.40) ，「大切な人サポー

ト」と「心理的負債感」(r =.36) ，「スティグマ－評価低下」と「ス

ティグマ－自信喪失」(r =.22) であった。また，負の相関を示した

家族 専門家 支援団体 家族 友人知人 職場内窓口 職場外窓口

　家族のサポート －.23*** －.11*** －.07*** －.23*** －.29*** －.15*** －.03***
　友人のサポート －.21*** －.12*** －.10*** －.09*** －.45*** －.25*** －.12***
　大切な人のサポート －.21*** －.15*** －.12*** －.12*** －.30*** －.15*** －.05***
　被援助志向性 －.20*** －.08*** －.06*** －.13*** －.27*** －.15*** －.04***
　自尊感情 －.01*** －.01*** －.01*** －.05*** －.07*** －.00*** －.04***
　心理的負債感 －.04*** －.11*** －.06*** －.02*** －.12*** －.09*** －.01***
　自己スティグマ (評価低下)－.10*** －.02*** －.05*** －.08*** －.02*** －.04*** －.02***
　自己スティグマ (自信喪失)－.10*** －.32*** －.24*** －.02*** －.17*** －.20*** －.16***
*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

Table 6
援助要請意図得点と各心理尺度の相関係数  (N =304)

経済問題場面 勤務問題場面

β 家族 専門家 支援団体 家族 友人知人 職場内窓口職場外窓口

　性別 －.08*** －.01*** －.02*** －.20*** －.17*** －.15*** －.03***
　年代 (20代・30代) －.11*** －.01*** －.08*** －.15*** －.10†** －.01*** －.04***
　家族サポート －.16†** －.03*** －.01*** －.33*** －.09*** －.01*** －.07***
　友人サポート －.04*** －.00*** －.05*** －.08*** －.40*** －.21*** －.28***
　大切な人サポート －.03*** －.08*** －.08*** －.05*** －.06*** －.08*** －.18†

　被援助志向性 －.12†** －.00*** －.01*** －.06*** －.10† －.09*** －.10***
　自尊感情 －.00*** －.06*** －.10*** －.06*** －.01*** －.05*** －.15***
　心理的負債感 －.08*** －.04*** －.04*** －.17*** －.13*** －.10*** －.10***
　自己スティグマ (評価低下)－.14*** －.08*** －.04*** －.09*** －.11† －.16*** －.01***
　自己スティグマ (自信喪失)－.07*** －.38*** －.26*** －.00*** －.08*** －.19*** －.21***
R 2 －.13*** －.15*** －.09*** －.16*** －.28*** －.13*** －.09***
†p  < .10,*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001
性別は男性=0,女性=1，年代は20代=0，30代=1のダミー変数である。

Table 8
援助要請意図得点を従属変数とする重回帰分析の結果 (N =304)

経済問題場面 勤務問題場面

被援助
志向性

自尊感情 負債感

失喪信自下低価評人な切大人友族家

　家族のサポート 1.00***
　友人のサポート .59*** 1.00***
　大切な人のサポート .76*** .62*** 1.00***
　被援助志向性 .39*** .41*** .40*** 1.00***
　自尊感情 .16*** －.16*** －.17*** －.02*** 1.00***
　心理的負債感 .33*** .35*** .36*** .18*** －.29*** 1.00***
　自己スティグマ (評価低下） .12*** －.03*** .05*** －.17*** －.29*** －.17*** 1.00***
　自己スティグマ (自信喪失） －.14*** －.19*** －.25*** －.15*** －.17*** －.13*** .22*** 1.00***
*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

Table 7
各心理尺度得点の相関係数 (N =304)

ソーシャルサポート 自己スティグマ
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シャルサポートの度合いにかかわらず援助要請が必要な「背に腹は

かえられない場面」であると判断した人がいたという可能性も考え

られよう。

　また，面識のない相手への経済問題や勤務問題に関する援助要請

意図には被援助志向性がそのまま反映されず，とりわけ専門家に対

する援助要請において自己スティグマと負の相関のあることが示さ

れた。このことは，面識のない相手に対する援助要請については

「困ったときには助けを求めたい」と思っている人であっても，自

己スティグマなどの要因によって援助要請意図が抑制されていると

考えることが出来よう。従来の援助要請研究において，自己スティ

グマは心理的問題の相談や受診といった場合にのみ取り上げられる

ことが多かったが，「周囲からの否定的評価やそれにともなう自尊

感情や自己価値の低下は，経済的問題などに関する援助要請の際に

も発生することが予測されることから，自己スティグマを強く感じ

る者ほど社会的困窮場面における援助要請においても消極的であ

る」という本研究の仮説は支持された。自己スティグマという概念

について，従来扱われてこなかった問題への適用可能性を示したこ

とは本研究による新たな知見であるといえよう。

　また，心理社会的資源と援助要請意図の関わりについて，勤務

問題場面において，専門家に対する援助要請意図についてもソー

シャルサポート ( 友人サポート ) によって予測される可能性が示

された。本研究では，「勤務問題場面」における対専門家 (「職場

内窓口」，「職場外窓口」) における標準偏回帰係数は正の値を示

し，いずれも 1% 未満の水準で有意であった。これは専門家に援助

要請を行った者は援助要請可能な資源が乏しかったとする先行研

究 (Bosmajiann & Mattson, 1980) とは逆の結果であった。ソーシャ

ルサポートと援助要請意図に正の相関があるということは，心理社

会的資源の乏しい者は身近な者以外に対しての援助要請にも消極的

で，困窮状態に陥った時に身近な人，専門家を問わず誰にも助けを

求めず孤立する可能性が高いと捉えることもできる。このことは，

近年，困窮状態にあっても助けを求めようとしない若者が増えてい

るという指摘を反映した結果であるとも考えられる。

　性差，年齢と援助要請意図の関連　さらに，性差，年齢と援助要

請意図の関連についても明らかにされた点があった。女性の方が男

性と比べて家族，友人への援助要請に積極的であるという傾向は多

くの先行研究と同様であったが，本研究で扱ったような社会的困窮

場面においては，20 代で性差が顕著である ( 女性の方が援助要請

意図が高い ) 一方で，30 代女性は全般に援助要請意図は 20 代女性

と比べて低く，同世代の男性との差はあまりみられなくなるという

結果が示された。

　これまでの先行研究の多くは，女性の方が男性よりも援助要請に

積極的であるとし，特に男性が援助要請に抑制的である要因として

性役割規範や伝統的な性役割観などを挙げてきた (竹ヶ原, 2014) 。

その例として，性役割に対する葛藤や，男らしさに関する観念への

こだわりを持つ男性ほど援助要請にネガティブであるとする研究 

(Berger, Levant, McMillan, Kelleher, & Sellers, 2005) などがある。

しかし，性役割観は時代により変化するものであり，現代には従来

とは異なる新しい男性役割も現れてきている ( 渡辺 , 2017) 。こう

した性役割観の変化や，企業や組織における女性活躍の重要性が

認識されるようになっている社会状況 ( 荒木・正木・松下・伊達 , 

考察

　本研究の目的は，従来の援助要請研究で取り上げられることの少

なかった人々 ( 成人有職者 ) やその問題 ( 経済問題・勤務問題 ) に

着目し，彼らがそうした問題に際して，どの程度の援助要請意図を

持つのか，また彼らの援助要請にどのような要因が関わるのかを明

らかにすることであった。

　本研究では経済問題場面と勤務問題場面の 2 つの場面を設定し，

それぞれについて先行研究等を踏まえて援助要請相手を想定した。

具体的には，経済問題場面については，「親，きょうだいなどの家

族」，「親しい友人・知人」，「法律事務所などの専門職や公的機関の

相談窓口など」，「多重債務者支援や生活困窮者支援を行う民間団体

など」の 4 つ，そして，勤務問題場面については「親，きょうだい

などの家族」，「親しい友人・知人」，「職場内の人事労務担当部署や

相談窓口など」，「職場外の公的機関の相談窓口や人権問題支援を行

う民間団体など」の 4 つであった。

　援助要請先による援助要請意図の差　まず，本研究で得られた知

見として，同じ問題であっても相手先によって，また同じ相手先で

あっても問題によって援助要請意図には差があるということが挙げ

られる。例えば，経済問題場面における「法律事務所などの専門職

や公的機関の相談窓口など」と「多重債務者支援や生活困窮者支援

を行う民間団体など」では，援助要請意図に有意な差がみられた。

先行研究においてこうした支援従事者は「専門職」と一括りにされ

ることが多かったが，本研究より援助要請者は必ずしも同一視はし

ていないことが明らかとなった。また，「親しい友人・知人」は経

済問題であれば床効果がみられるほどに低い援助要請意図しか示さ

れなかったのに対し，勤務問題においては他の相手先と同程度の援

助要請意図が示された。これらの結果は，人間関係の種類や援助内

容の違いによって援助生起を説明するメカニズムが異なるという知

見 ( 小田・大・丹羽・五百部・清成・武田・平石 , 2013) を支持す

るものといえよう。そして，自殺防止や貧困者のホームレス化防止

などのため適時適切な援助要請を喚起するという観点からは，こう

したメカニズムの違いをより細かく究明する必要性のあることも示

されたと考えられる。

　援助要請意図と関連のあるデモグラフィック要因やパーソナリ

ティ変数　本研究は援助要請意図と関連のあるデモグラフィック要

因やパーソナリティ変数を，援助要請の内容，相手先別に示した点

でも意義があったと思われる。例えば，先行研究においては，援助

要請者の持つ心理社会的資源と援助要請意図の間には関連があると

され，援助要請の対象となる問題別の考察はされてこなかった。し

かし，本研究では，重回帰分析を用いたモデルの検討の結果，勤務

問題場面においては，援助要請先に対するソーシャルサポートの認

知 ( 家族に援助要請する場合の家族サポートや，友人知人に援助要

請をする場合の友人サポート ) が援助要請意図と関連を持つという

先行研究の知見が支持された一方で，経済問題場面においては，こ

のような傾向は見出されなかった。その原因として，自らや家族の

状況にかかわらず，「家族に迷惑をかけられない」「自分で仕事を見

つけて何とかする」と「自己責任」として自分を責め，誰にも相談

せず，家族や友人，地域との繋がりを断って孤立する若者の増加 

(NHK クローズアップ現代取材班，2010) などが考えられるほか，

経済的困窮場面は一般的な困窮場面と比べより切迫度が高く，ソー
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組み合わせは，「大切な人サポート」と「スティグマ－自信喪失」

(r = － .25) ，「自尊感情」と「心理的負債感」(r = － .29) ，「自尊感情」

と「スティグマ－評価低下」(r = － .29)　であった (Table 7) 。

　これらを踏まえ，年齢，性別及び各心理尺度得点を独立変数，場

面別・相手別援助要請意図得点を従属変数とする重回帰分析 ( 強制

投入法 ) をおこなった。算定にあたり，年齢は 20 代・30 代の 2 水

準を設定して 20 代を 0，30 代を 1，性別は男性・女性の 2 水準を

設定して男性を 0，女性を 1 とするダミー変数を用いた。

　その結果を Table 8 に示した。場面・相手別にモデルの確認を

おこった結果，経済問題場面において，「対家族」は，決定係数が

0.1% 未満の水準で有意であり (R 2=.13, F (10,293) =4.29) ，標準偏

回帰係数βが 1% 未満の水準で有意の要因・変数はみられなかった。

また，「対専門家」は決定係数が 0.1% 未満の水準で有意であり

(R 2=.15, F (10,293) =5.15) ，標準偏回帰係数については，「スティ

グマ－自信喪失」が 0.1% 未満の水準で有意であった ( β = － .38) 。

さらに，「対支援団体」については，決定係数が 1% 未満の水準で

有意であり (R 2=.09, F (10,293) =2.97) ，標準偏回帰係数について

は，「スティグマ－自信喪失」が 0.1% 未満の水準で有意であった 

( β = － .26) 。

　勤務問題場面においては，決定係数は「対家族」(R 2=.16, F (10,293) 

=5.53) , 「対友人知人」(R 2=.28, F (10,293) =11.19) , 「対職場内窓

口」(R 2=.13, F (10,293) =4.21) の 3 つの相手先に対しては 0.1% 未

満の水準で，「対職場外窓口」(R 2=.09, F (10,293) =2.95) に対して

は 1% 未満の水準で有意であった。以下，標準偏回帰係数が 1% 未

満水準で有意であった項目を挙げると，「対家族」における「性別」 

( β =.20, p < .01) , 「年代」 ( β =. － 15, p < .01) ,  「家族サポート」 

( β =.33, p < .001) の 3 項目 , 「対友人知人」における「性別」 ( β 

=.17, p < .01) , 「友人のサポート」 (β =.40, p < .001) の2項目, 「対

職場内窓口」における「友人のサポート」( β =.21, p < .01) , 「ス

ティグマ－自信喪失」( β = － .19, p < .01) の 2 項目 , 「職場外窓口」

における「友人サポート」( β =.28, p < .001) , 「スティグマ－自信

喪失」 ( β = － .21, p < .01) の 2 項目であった。

　また，すべての場面・相手の組み合わせについて多重共線性に関

する確認をおこなった結果，いずれも VIF の値が 10 未満であった

ため問題はないものと判断した。

　経済問題場面については，0.1% 未満の水準で有意な正の相関を

示したのは，「対家族」と「家族サポート」 (r =.23) , 「対家族」と「友

人サポート」 (r =.21) , 「対家族」と「大切な人サポート」 (r =.21) , 

「対家族」と「被援助志向性」  (r =.20) であった。また，負の相関

については，「対専門職」と「スティグマ－自信喪失」 (r = － .32) , 

「対支援団体」と「スティグマ－評価脅威」 (r = － .24) がこの水準

で有意であった。

　勤務問題場面に目を向けると，0.1% 未満の水準で有意な正の相

関となったのが，「対家族」と「家族サポート」 (r =.23) ,「対友人

知人」と「家族サポート」 (r =.29) , 「対友人知人」と「友人サポート」 

(r =.45) , 「対友人知人」と「大切な人サポート」 (r =.30) , 「対友人

知人」と「被援助志向性」  (r =.27) , 「対職場内窓口」と「友人サポー

ト」 (r =.25) で，0.1% 未満の水準で有意な負の相関を示した組み合

わせは「職場内窓口」と「スティグマ－自信喪失」 (r = － .20) であっ

た。Table 6 に援助要請意図得点と各尺度得点の相関の一覧を掲げ

る。

　次に，各心理尺度得点間の相関係数を算出した。この際にも，ソー

シャルサポートと自己スティグマについては，尺度合計得点ではな

く下位尺度ごとの得点を用いた。

　その結果，「家族サポート」と「大切な人サポート」の間に強い

正の相関がみられた (r =.76) 。これ以外に 0.1% 未満の水準で有意

であった組み合わせは，正の相関を示したものは「家族サポート」

と「友人サポート」 (r =.59) ，「家族サポート」と「被援助志向性」(r 

=.39) ，「家族サポート」と「心理的負債感」 (r =.33) ，「友人サポート」

と「大切な人サポート」(r =.62) ，「友人サポート」と「被援助志

向性」(r =.41) ，「友人サポート」と「心理的負債感」(r =.35) ，

「大切な人サポート」と「被援助志向性」(r =.40) ，「大切な人サポー

ト」と「心理的負債感」(r =.36) ，「スティグマ－評価低下」と「ス

ティグマ－自信喪失」(r =.22) であった。また，負の相関を示した

家族 専門家 支援団体 家族 友人知人 職場内窓口 職場外窓口

　家族のサポート －.23*** －.11*** －.07*** －.23*** －.29*** －.15*** －.03***
　友人のサポート －.21*** －.12*** －.10*** －.09*** －.45*** －.25*** －.12***
　大切な人のサポート －.21*** －.15*** －.12*** －.12*** －.30*** －.15*** －.05***
　被援助志向性 －.20*** －.08*** －.06*** －.13*** －.27*** －.15*** －.04***
　自尊感情 －.01*** －.01*** －.01*** －.05*** －.07*** －.00*** －.04***
　心理的負債感 －.04*** －.11*** －.06*** －.02*** －.12*** －.09*** －.01***
　自己スティグマ (評価低下)－.10*** －.02*** －.05*** －.08*** －.02*** －.04*** －.02***
　自己スティグマ (自信喪失)－.10*** －.32*** －.24*** －.02*** －.17*** －.20*** －.16***
*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

Table 6
援助要請意図得点と各心理尺度の相関係数  (N =304)

経済問題場面 勤務問題場面

β 家族 専門家 支援団体 家族 友人知人 職場内窓口職場外窓口

　性別 －.08*** －.01*** －.02*** －.20*** －.17*** －.15*** －.03***
　年代 (20代・30代) －.11*** －.01*** －.08*** －.15*** －.10†** －.01*** －.04***
　家族サポート －.16†** －.03*** －.01*** －.33*** －.09*** －.01*** －.07***
　友人サポート －.04*** －.00*** －.05*** －.08*** －.40*** －.21*** －.28***
　大切な人サポート －.03*** －.08*** －.08*** －.05*** －.06*** －.08*** －.18†

　被援助志向性 －.12†** －.00*** －.01*** －.06*** －.10† －.09*** －.10***
　自尊感情 －.00*** －.06*** －.10*** －.06*** －.01*** －.05*** －.15***
　心理的負債感 －.08*** －.04*** －.04*** －.17*** －.13*** －.10*** －.10***
　自己スティグマ (評価低下)－.14*** －.08*** －.04*** －.09*** －.11† －.16*** －.01***
　自己スティグマ (自信喪失)－.07*** －.38*** －.26*** －.00*** －.08*** －.19*** －.21***
R 2 －.13*** －.15*** －.09*** －.16*** －.28*** －.13*** －.09***
†p  < .10,*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001
性別は男性=0,女性=1，年代は20代=0，30代=1のダミー変数である。

Table 8
援助要請意図得点を従属変数とする重回帰分析の結果 (N =304)

経済問題場面 勤務問題場面

被援助
志向性

自尊感情 負債感

失喪信自下低価評人な切大人友族家

　家族のサポート 1.00***
　友人のサポート .59*** 1.00***
　大切な人のサポート .76*** .62*** 1.00***
　被援助志向性 .39*** .41*** .40*** 1.00***
　自尊感情 .16*** －.16*** －.17*** －.02*** 1.00***
　心理的負債感 .33*** .35*** .36*** .18*** －.29*** 1.00***
　自己スティグマ (評価低下） .12*** －.03*** .05*** －.17*** －.29*** －.17*** 1.00***
　自己スティグマ (自信喪失） －.14*** －.19*** －.25*** －.15*** －.17*** －.13*** .22*** 1.00***
*p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

Table 7
各心理尺度得点の相関係数 (N =304)

ソーシャルサポート 自己スティグマ
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　本研究の限界と今後の課題　本研究の限界と今後の課題につい

て，3 つの視点から述べることとする。

　一つ目は調査協力者の範囲などについてである。本研究の問題意

識は，近年の無縁化する日本社会にあって助けを求めようとしない，

あるいは孤立している 20 代，30 代の援助要請傾向について明らか

にする，というものであった。被雇用者を対象とした調査により，

一定の知見は得られたものと考えるが，助けを求められず孤立して

いる人々という意味では，被雇用者だけでなく，既に社会的困窮場

面を経験した無職の人や，取材などで取り上げられているホームレ

ス経験者なども対象に含めた調査が必要であると考えられる。また，

調査協力者の世代についても，本研究においては 20 代，30 代に限

定したが，問題と目的などでも指摘してきたとおり，我が国の援助

要請研究において成人を対象としたものは多くなく，また，発達的

変化に触れたものもあまりみられない。援助要請意図やそれに関連

するパーソナリティ要因の年代差について本研究で一定の知見は得

られたが，それが発達的変化によるものなのか，世代的特徴なのか

ということについては今回の調査だけでは判断することは出来な

い。したがって，今後さらに幅広い世代を取り上げる，また同じ世

代を対象とした縦断研究をおこなうといったことが必要となろう。

　二つ目は，援助要請やその抑制に関わるメカニズム自体の解明が

不十分なことである。今回の調査項目は，援助要請に関する先行研

究などを基に決定した。しかし，成人を対象とした先行研究が少な

いことを含め，適切な項目や尺度を採用できているのかについての

検証が必要である。例えば，本研究では場面別・相手別に援助要請

意図を尋ねる形をとったが，その際に，協力者の問題の深刻度に関

する認知や援助要請相手の問題解決能力の見積りや問題解決の可能

性については尋ねていない。こうした予測も当然援助要請意図の個

人差を生む要因であると考えられるが測れてはおらず，統制不十分

であった可能性が考えられる。また，本研究において援助要請意図

得点と相関のある尺度や因子を問題別・相手別に一定数拾い上げる

ことは出来たが，これらだけで援助要請に至る心的過程の全容を解

明したとは言い難い。今後の方向性としては，既存尺度に頼るだけ

ではなく，ヒアリングや自由記述などを基に援助要請に影響する要

因を探索的に拾い，構成概念を検討したり，新たに尺度を作成した

りしたうえで，援助要請意図を説明するモデルを構築することなど

が必要となろう。

　最後に，援助要請意図と援助要請行動の関わりが明らかにされて

いない点が挙げられる。これは本研究に限らず，援助要請研究全般

における課題の一つである。「援助要請の促進」あるいは「援助要

請促進に向けた介入」といった場合，本来そのターゲットとなるの

は援助要請行動であるが，実際の研究上は様々な制約などから援助

要請意図 ( 態度 ) が扱われることが多い。近年では梅垣 (2017) な

ど，両者の関連を明らかにしようとする試みもみられるものの，そ

の関わりが明らかになっているとは言い難く，今後の課題の一つで

ある。
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　一つ目は調査協力者の範囲などについてである。本研究の問題意

識は，近年の無縁化する日本社会にあって助けを求めようとしない，

あるいは孤立している 20 代，30 代の援助要請傾向について明らか

にする，というものであった。被雇用者を対象とした調査により，

一定の知見は得られたものと考えるが，助けを求められず孤立して

いる人々という意味では，被雇用者だけでなく，既に社会的困窮場

面を経験した無職の人や，取材などで取り上げられているホームレ

ス経験者なども対象に含めた調査が必要であると考えられる。また，

調査協力者の世代についても，本研究においては 20 代，30 代に限

定したが，問題と目的などでも指摘してきたとおり，我が国の援助

要請研究において成人を対象としたものは多くなく，また，発達的

変化に触れたものもあまりみられない。援助要請意図やそれに関連

するパーソナリティ要因の年代差について本研究で一定の知見は得

られたが，それが発達的変化によるものなのか，世代的特徴なのか

ということについては今回の調査だけでは判断することは出来な

い。したがって，今後さらに幅広い世代を取り上げる，また同じ世

代を対象とした縦断研究をおこなうといったことが必要となろう。

　二つ目は，援助要請やその抑制に関わるメカニズム自体の解明が

不十分なことである。今回の調査項目は，援助要請に関する先行研

究などを基に決定した。しかし，成人を対象とした先行研究が少な

いことを含め，適切な項目や尺度を採用できているのかについての

検証が必要である。例えば，本研究では場面別・相手別に援助要請

意図を尋ねる形をとったが，その際に，協力者の問題の深刻度に関

する認知や援助要請相手の問題解決能力の見積りや問題解決の可能

性については尋ねていない。こうした予測も当然援助要請意図の個

人差を生む要因であると考えられるが測れてはおらず，統制不十分

であった可能性が考えられる。また，本研究において援助要請意図

得点と相関のある尺度や因子を問題別・相手別に一定数拾い上げる

ことは出来たが，これらだけで援助要請に至る心的過程の全容を解

明したとは言い難い。今後の方向性としては，既存尺度に頼るだけ

ではなく，ヒアリングや自由記述などを基に援助要請に影響する要

因を探索的に拾い，構成概念を検討したり，新たに尺度を作成した

りしたうえで，援助要請意図を説明するモデルを構築することなど

が必要となろう。

　最後に，援助要請意図と援助要請行動の関わりが明らかにされて

いない点が挙げられる。これは本研究に限らず，援助要請研究全般

における課題の一つである。「援助要請の促進」あるいは「援助要

請促進に向けた介入」といった場合，本来そのターゲットとなるの

は援助要請行動であるが，実際の研究上は様々な制約などから援助

要請意図 ( 態度 ) が扱われることが多い。近年では梅垣 (2017) な

ど，両者の関連を明らかにしようとする試みもみられるものの，そ

の関わりが明らかになっているとは言い難く，今後の課題の一つで

ある。

─ 56 ─
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